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る。 

(6)原子力施設事態即応センターに備え付ける非常用通信機器、テレビ会議システム等の

設備について、整備及び運用が定められていること。 

・統合原子力防災ネットワークの IP 電話及び IP-FAX の設置台数、設置箇所、点検頻

度等の維持管理について定められている。 

・統合原子力防災ネットワークのテレビ会議システムについては、定期的な接続訓練

を含む維持管理について明確にされている。 

 

4. スケジュール案 

機構対策本部機能の見直しは、令和２年度の防災業務計画の見直しに併せて実施する。 

 

以上 

 

 




